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研究要旨 本研究では、急性期病院の医療従事者を対象に、認知行動療法・
学習理論に基づく行動観察・評価法に関する認知症・認知機能障害に関する
教育プログラムを開発することを目的としている。専門家による検討・フォ
ーカスグループインタビューの結果、急性期病院における認知症ケアに関す
る看護師を対象とした教育プログラムに関して、その主たる対象、教育目標、
含めるべきコンテンツの骨格が明らかとなり、それに基いてプログラムが作
成された。 

 
 
A．研究目的 
 急性期病院では、入院患者の約 50％に認知
機能障害を認め、周術期を中心にせん妄や疼
痛管理、行動心理症状（BPSD）への対応が不
十分なために、入院期間の長期化、再入院の
増加などの問題を生じている。海外では治療
開始期から多職種がチームを作り、BPSD や身
体・疼痛管理に予防的なコーディネートを行
い受療従事者の負担を軽減する取組が行われ
ているが、我が国の医療体制では十分に検討
されていない。 
 そこで、本研究では、急性期病院の医療従
事者を対象に、認知行動療法・学習理論に基
づく行動観察・評価法に関する認知症・認知
機能障害に関する教育プログラムを開発する。
学習理論と呼ばれる理論的枠組では、特定の
場面における人間の行動を、先行条件
（Antecedents）・行動（Behavior）・結果
（Consequences）の 3 つに分類し、一つの行
動にまつわるエピソード全体の情報を得るこ
とができるようになる。このモデルを用いて
認知症・認知機能障害の疑われる患者の行動
とその状況に関する情報抽出が行えるような
スキルの習得が可能な教育プログラムを開発
する。 
 
 
 

B．研究方法 
 認知症・認知機能障害を題材とした行動観
察法を中心とする教育プログラムを開発する。
急性期病院の医療従事者を対象とし、開発し
た教育プログラムを実施する。本年度は本研
究の他の分担研究者の行った専門看護師・認
定看護師を対象としたフォーカスグループイ
ンタビューの結果を元に教育プログラムの対
象、教育目標とそのコンテンツの骨格につい
て開発を行った。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は教育プログラムを開発する事が目
的であり、そのためのインタビュー調査にお
いては直接身体的・精神的影響はなく、有害
事象としての不利益は直接生じない。しかし
ながら、インタビュー時に得られる可能性の
ある個人情報については回答内容と連結せず
匿名化して管理することとした。 
 
 
C．研究結果 
  昨年度の研究で明らかにされた教育プログ
ラムの対象・教育目標・コンテンツの骨格に
なる要素をもとに教育プログラムが作成され
た。作成されたプログラムに関して、教材の
校正などについて助言を行った。 
 



  

D．考察 
  急性期病院の医療従事者を対象に、認知行
動療法・学習理論に基づく行動観察・評価法
に関する認知症・認知機能障害に関する教育
プログラムの対象・教育目標・その骨格を検
討したところ、管理者やベテラン看護師を対
象として、「認知症患者の見えている・聞こえ
ている世界を理解し、それに基づいてケアを
行なうことができる」・「患者に対する基本的
な見方を変えることで、成功体験を持つ」と
いう教育目標を設定したプログラムを開発す
ることが必要であることが明らかとなった。
これらの教育目標に従い、教育プログラムが
作成された。 
 
 
E．結論 
  急性期病院の医療従事者を対象に、認知行
動療法・学習理論に基づく行動観察・評価法
に関する認知症・認知機能障害に関する効果
的な教育プログラムを開発するためにプログ
ラムの対象・教育目標・その骨格を検討し、
急性期病院における認知症ケアに関する看護
師を対象とした教育プログラムに関して、そ
の主たる対象、教育目標、含めるべきコンテ
ンツの骨格に従った、教育プログラムが作成
された。 
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